
主 催 研究チーム「企業⾏動と社会経済制度の理論と実証」

⽇ 時 2022年5⽉25⽇（⽔）17：00〜18：40

場 所 中央⼤学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室１

テーマ ⼭形県置賜⼆次保健医療圏における急性期病院の治療アウトカムの⽐較

報告者 伊藤 由希⼦ ⽒(津⽥塾⼤学総合政策学部教授）

参加⼈数 3名

報告要旨

津⽥塾⼤学の伊藤由希⼦⽒に、⼭形県の医療サービスのアクセスに関する実証研究の報告をしていただいた。この
研究は、地域の急性期医療の質と量を検証するために、3つの病院の診断群分類別⼊院記録の個票データを⽤いたも
ので、病院名の実名を⽐較した極めて珍しい研究成果であった。各病院の症例ごとの死亡率などが明らかにされて
おり、⼈⼝減少による病院経営の悪化が予想される中、どのように病院・医療サービスを再編していくのか、意⾒
交換を⾏った。

主 催 企業研究所

⽇ 時 2022年6⽉1⽇（⽔）17：00〜18：40

場 所 オンライン会議システム（Zoom）

テーマ チュートリアル・分析⼿法「質的⽐較分析（QCA）を使った研究設計」

報告者 新川 匠郎 ⽒（神⼾⼤学⼤学院国際⽂化学研究科講師）

参加⼈数 14名

報告要旨

質的⽐較分析（Qualitative Comparative Analysis, QCA）は複雑な条件の組み合わせから結果に到達する多様性を、
ブール代数の論理とファジィ集合論の⼒を借りて数量的に把握するアプローチである。QCAは⽐較的新しい⼿法だ
が、異なる条件の配置構成が同じ結果に⾄ることをとらえる⼿法として注⽬を浴びており、近年急速な発展を遂げ
ている。チュートリアルではQCAの考え⽅、分析⼿続きについて基礎から解説され、また、QCAを通じて得られた
解の評価⽅法についても紹介された。

主 催 研究チーム「企業⾏動と社会経済制度の理論と実証」

⽇ 時 2022年6⽉17⽇（⾦）17：00〜18：40

場 所 オンライン会議システム（Webex）

テーマ Trade Creation Effect of Regional Trade Agreements in the Presence of Duty Drawbacks

報告者 椋 寛 ⽒(学習院⼤学経済学部教授）

参加⼈数 6名

報告要旨

 学習院⼤学の椋寛⽒に、関税還付（DD：duty drawback）と貿易の地域統合（RTA：regional trade agreement）
の⽐較をした研究発表をしていただいた。地域貿易協定（RTA）が発効する前に、関税還付（DD）制度などの免税
措置を受けていることが多く、理論的にはRTA加⼊による貿易の促進効果が現れるかどうかははっきりしない。そこ
で、タイの企業レベルの貿易データを⽤いて検証し、輸⼊量が増加していることを⽰す結果が報告された。この結
果は、輸⼊される商品が輸出市場ではなく国内市場向けの商品を⽣産するために使⽤されることを⽰唆しており、
貿易の地域統合の効果について、企業規模の与える影響などについて議論した。

主 催 研究チーム「企業の会計・財務⾏動と社会システムの経済分析」

⽇ 時 2022年6⽉22⽇（⽔）13：00〜15：00

場 所 中央⼤学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1とオンライン会議システム（Zoom）

テーマ
① ⽇本企業の利益マネジメントー実体的裁量⾏動の実証分析
② 監査事務所における監査部⾨と⾮監査部⾨の分割
③ ステークホルダー志向のコーポレート・ガバナンスにおける⾮⽀配株主持分と実体的利益調整の測定の関係

報告者
① ⼭⼝ 朋泰 ⽒（商学部教授）
② 川端 千曉 ⽒（商学部助教）
③ 藤⽥ 健⼈ ⽒（ 中央⼤学⼤学院商学研究科博⼠後期課程）

参加⼈数 11名

報告要旨

⼭⼝先⽣からは御著書「⽇本企業の利益マネジメントー実体的裁量⾏動の実証分析」の全体の説明を頂いた。⽇本
企業は実体的裁量⾏動を通じた利益調整を実施することを選択する傾向が⾼いという報告は⼤変興味深かった。
川端先⽣からは、監査法⼈を含む監査市場の将来像を、イギリスの法規制を題材に、説明して頂いた。
藤⽥さんからは、実体的裁量⾏動に含まれる測定誤差、つまり利益調整を⽬的としてというよりも戦略的な⽬的に
沿って⾏われた実体的裁量⾏動が、特に利害調整コストの⾼い債権者−株主対⽴が⽣じている環境でより顕著とい
う報告は、⾮常に奥深い⽰唆に富む内容だった。

主 催 研究チーム「最新の情報技術によるビジネスプロセスの⾰新」

共 催
共催：⽇本情報経営学会
後援：経営情報学会

⽇ 時 2022年8⽉5⽇（⾦）13：30〜16：05

場 所 アルカディア市ヶ⾕ とオンライン会議システム（Zoom）

テーマ
①The Ontological Dimensions of Blockchain Initiatives／Management Simulation Game and its simulator
②Community Management of Developers and Users of Business Games: A Case of Yokohama National
University

報告者
①Prof. Wim Laurier （UCLouvain Saint-Louis Brussels）
②Prof. Motonari Tanabu （横浜国⽴⼤学、経営情報学会会⻑、⽇本シミュレーション＆ゲーミング学会理事）

参加⼈数 25名

報告要旨

第1部では、Laurier教授は、ブロックチェーン技術を⽤いるビジネスシステムを4段階に分類するとともに、Laurier
教授と中央⼤学の堀内恵教授が開発しているシステムは第2段階に位置づけられるものであると説明した。特に、参
加メンバーが固定化されないオープン型のビジネスシステムやサプライチェーンにおいては、ビジネス取引におけ
るデジュール標準としてのREA Ontologyを⽤いることの意義を明確に主張された。そして、MERODEと呼ばれる
CASEツールを⽤いたビジネスシステム構築の全体像の流れ、およびブロックチェーン技術⽤いるビジネスシステム
を分類するための「REAキャンバス」と呼ばれる新しい考え⽅の意義を強調された。
第2部では、最近のビジネスゲームの特性およびビジネスゲームによる教育管理について、Laurier教授および
Tanabu教授の⼆⼈に発表をして頂いた。まず、Laurier教授より、開発中のゲームの特徴、ビジネスゲームを⽤いた
授業展開、学⽣による意思決定項⽬の種類と内容、およびシミュレーション結果に関するレポートなどを説明して
頂いた。続いてTanabu教授より、YGBとその役割のこれまでの発展経緯、YGBの特徴、YGBをどのように授業で取
り上げるのか、教育における重要事項（ゲーム体験の振り返り、失敗から学ぶこと）、およびBakeryゲームの紹介
等々について説明して頂いた。各報告の終了ごとにフロアーから、⽴教⼤学の佐々⽊宏教授、⻘⼭学院⼤学の堀内
正博教授らをはじめ当該分野の専⾨家から複数の質問がなされて議論を深めることができた。最後に、JSIMの上杉
志朗常任理事より総括をして頂いた。

主 催 研究チーム「企業⾏動と社会経済制度の理論と実証」

⽇ 時 2022年8⽉25⽇（⽊）16：00〜17：40

場 所 中央⼤学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1とオンライン会議システム（Zoom）

テーマ
Comparing Labour-Cost Retrenchments in Times of Crisis: How Investors React to the Flexible and Rigid
Strategies of Innovative Firms

報告者 コーネリア ストルツ ⽒（Professor Faculty of Economics and Business, University of Frankfurt）

参加⼈数 6名

報告要旨

報告者以外の対⾯参加者は４名（本学研究会メンバー）、オンライン参加は２名（うち１⼈は他⼤学、１⼈は本学
研究会メンバー）であった。報告および質疑応答は英語で⾏われた。
報告者は、上述の研究（学術雑誌に投稿後、再修正中とのこと）について６０分程度発表し、適宜質問を受け、対
⾯およびオンライン参加者と計４０分程度質疑応答した。報告内容は、⽇本の労働市場を対象に、上場企業の「従
業者解雇」というイベントと、「新規雇⽤の縮⼩」、「従業者の配置転換」、「従業者賃⾦の抑制」という雇⽤調
整過程のイベントが企業のパフォーマンスに及ぼす効果について、株価データを⽤いたイベント分析という⼿法に
よって検証したものである。ストックオプション研究で注⽬されているrigid strategyとflexibility strategyの分析枠
組みで、従業者解雇とは異なる雇⽤調整がなぜ⽇本企業の（株式市場での）パフォーマンスを向上させているか論
じている。

主 催 研究チーム「最新の情報技術によるビジネスプロセスの⾰新」

⽇ 時 2022年9⽉3⽇（⼟）9：30〜11：30

場 所 中央⼤学 多摩キャンパス グローバル館GG504

テーマ 札幌市「こびまる」プロジェクトの経営情報フレームワーク分析

報告者 向原 強 ⽒（北海道情報⼤学教授）

参加⼈数 6名

報告要旨

本報告の主要な内容は以下の3点である。第1に、札幌市保健所が構築した「こびまる」と呼ばれるWEBアプリケー
ションによって、コロナ感染者および濃厚接触者の健康観察情報を効率的に収集し、保健所、意思、看護師を含め
た関係者の情報体制がいかに構築することができるのかについて説明がなされた。第2に、「こびまる」構築後に⽣
じた追加要請に対して、「こびまる」の構築者たちがいかに対応したのかについて説明がなされた。第3に、「こび
まる」構築後の追加要請への対応について、経営情報論的な観点から評価がなされた。すなわち、伝統的な経営情
報システム論のように情報システムの開発・設計と運⽤・管理や技術変⾰と組織改⾰とは別々に発⽣するのではな
く、「こびまる」稼働後の新たな情報要求に対しては、時間的経過の中で組織的な変化と技術的な変化が交互に⽣
じていること、すなわち、組織とICTの相互作⽤の捉え⽅は、⼀体として展開されていることを明らかにされた。こ
のような捉え⽅は、ICTと組織の相互作⽤的な捉え⽅をするLeonaridi（2012）の考え⽅と同じである。
報告者に対しては、以下の質問が参加者から出されて議論を深めることができた。「⾃治体ではLINEを使った健康
観察を⾏っているものもあるが、こびまるとの違いはなんですか」、「My Her-SYSは個⼈情報を⼊⼒するため、⼊
⼒をしない⼈がおり、正確なデータを把握できない。その⼀⽅で、こびまるは個⼈情報を⼊⼒しないため、正確な
データを⼊⼿できたのではないか」、「システムが凸版印刷となった場合、⼤きな問題はなかったのか。」、「API
を⼊れることで療養証明書を発⾏できるようになるのか。」、「8名の有志が集まった経緯やそれぞれの役割は？
GIS研究会とはどんな研究会か」

主 催 研究チーム「リスク管理における定量的⼿法の研究」

⽇ 時 2022年10⽉12⽇（⽔）11：00〜12：30

場 所 中央⼤学多摩キャンパスグローバル館GG601

テーマ ランダムウォークの離散時間 marked excursion 法について（藤⽥岳彦研究員との共同研究）

報告者 吉⽥ 直広 客員研究員（東京理科⼤学経営学部助教）

参加⼈数 9名

報告要旨

1次元Brown 運動に関する精緻な数学的性質を導くときにしばしば⽤いられる excursion という概念の1次元対称ラ
ンダムウォーク版を定義し、さらに marked excursionを考えることでいくつかの数学的性質を導いた。先⾏研究で
あるハンガリーの数学者グループの定義とは少し異なる⽅法でランダムウォーク版 excursion を定義することによ
り、Skorokhod 埋め込みや逆正弦法則のランダムウォーク版が⼤変⾒やすく議論できることを⽰し、その他の性質
についても⾔及された。今後の研究の可能性について議論が⾏われた。

主 催 企業研究所

⽇ 時 2022年11⽉9⽇（⽔）17：00〜18：50

場 所 オンライン会議システム（Zoom）

テーマ
① 家計の⾮協⼒⾏動がある下での最適な家族政策
② ⾃発的簡素と共有型消費

報告者
①⼩原 拓也 ⽒（商学部准教授）
②李 炅泰 研究員(商学部教授）

参加⼈数 15名

報告要旨

第1報告：
本報告は、家計内での⾮協⼒⾏動が出⽣数を低下させる⼀つの要因であることを明らかにしたDoepke and
Kindermann (2019)の実証研究と整合的な理論モデルを構築し、効率性の観点からの政府の望ましい政策介⼊を考察
した。主要な結果として、家族の⾮協⼒⾏動による出⽣数の低下を改善するためには所得課税が望ましく、⼦供に
対する政策介⼊は⼦供補助ではなく、むしろ⼦供税が望ましくなることが明らかにされた。また、⼦供の正の外部
性の影響が強い場合には、⼦供補助が望ましくなるという先⾏研究と⼀貫した結論も得られた。学術的貢献のみな
らず、実務的⽰唆に富む優れた研究報告であった。
第2報告者：
報告者のこれまでの研究内容が概括的に紹介された後、2021年公刊の論⽂に基づく研究発表が⾏われた。当該研究
では、⾃発的に簡素化を図るライフスタイル（⾃発的簡素）がカーシェアの知覚便益と再利⽤意向に与える効果を
検討した。ライフスタイルの⼿段―⽬的理論・ライフスタイル特性理論・⾃⼰決定理論に基づいて概念モデルを構
築し、カーシェアの経験者894名を対象に検証を⾏った。⾃発的簡素は簡素⽣活・倹約⽣活・計画購買に分類され、
そのうち、知覚便益と再利⽤意向を有意に促進したのは前者の2要因であった。また知覚便益では内発的動機が外発
的動機より再利⽤意向を強く規定した。分析結果を踏まえて理論的・実務的インプリケーションを論じた。社会の
変化によく対応した、時機を得た研究と⾼く評価できる。

主 催 研究チーム「グローバル競争の進展と流通・都市の変容」

⽇ 時 2022年11⽉9⽇（⽔）14：00〜16：45

場 所 中央⼤学多摩キャンパスFOREST GATEWAY CHUO F605教室とオンライン会議システム（Zoom）

テーマ
①農林⽔産物・⾷品の海外展開における課題
②Trust in Japanese Interfirm Relations: Contributions to Twenty-Five Years of Wide-Ranging Trust Scholarship

報告者
①⼤⽯ 芳裕 客員研究員（明治⼤学名誉教授、客員研究員）
②James Hagen ⽒（⽶国ハムライン⼤学名誉教授、訪問研究員）

参加⼈数 79名

報告要旨

第１報告では、農林⽔産省「農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤を後押しする⾷産業の海外展開ガイドラインの作成検討
委員会」の座⻑を務めた⼤⽯⽒が、その議論プロセスを振り返ることによって農林⽔産物・⾷品の海外展開におけ
るいくつかの課題を再検討した。⼤⽯⽒によると、農林⽔産省および同報告書の論調は、「海外展開（たとえば、
商社・現地輸⼊業者などのさらなる活⽤や⾃前での対外直接投資）と輸出の補完性」すなわち「海外展開による輸
出促進」を前提にしているが、それ⾃体は報告書内で⼗分に証明されていない。また、同報告書における「代替
性」とは、海外展開と輸出が反⽐例の関係にあるということであり、海外展開が進展すると輸出が減ることを意味
しているが、実務において求められているのはむしろ「輸出した後の現地市場における販売機能のさらなる拡充」
である。つまり、輸出を強化するのはもちろんであるが、現地販売の担い⼿に対する機能強化も図る必要があると
いうことである。
 第２報告では、企業間関係論（Interfirm Relations）における信頼（Trust）研究の第⼀⼈者であるHagen⽒が、こ
れまでの研究系譜を振り返りながら当該分野におけるいくつかの課題を検討した。また、欧⽶のような低コンテク
スト⽂化において主となる、契約や制裁（sanction）に基づいた企業間関係は、⽇本のような⾼コンテクスト⽂化に
おける信頼に基づいた企業間関係とどのように異なるかが質疑応答において⼤いに議論された。
 対⾯およびオンラインの参加者は、２つの有意義な報告を通じてそれぞれの分野に対する知⾒をさらに⾼め、ま
た何らかの気づきを得るよい機会になったと思われる。

主 催 企業研究所

⽇ 時 2022年12⽉7⽇（⽔）17：00〜18：50

場 所 オンライン会議システム（Zoom）

テーマ
① 逸脱と⾰新
②広告における製品/物体の⽔平的配置と消費者評価

報告者
①⾼⽥ 直樹 ⽒（商学部助教）
②朴 宰佑 研究員（商学部教授）

参加⼈数 15名

報告要旨

第1報告：
⾰新的なアイデアや発明は「掟破り」を伴うという逸話は、闇研究やアングラ研究というジャーゴンとともに広く
知られている。近年の研究は、こうした逸話を従業員の逸脱⾏動という視点から捉え直し、密造や創造的逸脱とい
う概念を提⽰してきた。このような研究領域について、今回の報告では、(a)密造や創造的逸脱という概念やそれが
論じられることになった背景、(b)逸脱⾏動が本当に優れた発明につながっているのかという疑問に対して報告者が
⾏った研究、および、(c)先⾏研究の限界と今後の研究展望に関する議論の3点を紹介した。
第2報告者：
報告者の最近の研究内容の全般的な概要が紹介された後、広告における物体や製品の⽔平的レイアウトが消費者評
価に与える影響に関する研究報告が⾏われた。まず、2021年にPsychology & Marketingに掲載された広告における
⼈物モデルのface orientationに関する研究が紹介された。この研究では典型性知覚と処理流暢性理論に基づき、⼈
は右斜め向きよりも左斜め向きの⼈物をより魅⼒的に感じること、またそうしたface orientation効果は広告製品の
評価にも波及することを確認している。また、face orientation研究を製品イメージに応⽤した現在進⾏中の研究内
容が報告され、製品イメージの向きの影響は製品イメージのダイナミズムの有無によって調整される可能性がある
ことが⽰された。

主 催 企業研究所

⽇ 時 2022年12⽉21⽇（⽔）17：00〜18：50

場 所 オンライン会議システム（Zoom）

テーマ
① ”ネタ”になる⼩売の研究
②税務上の紛争解決における和解的⼿法の活⽤（税務和解⼿続の必要性・可能性）

報告者
①寺本 ⾼ 研究員（商学部教授）
②⼭上 淳⼀ 研究員（商学部教授）

参加⼈数 15名

報告要旨

第1報告：
本報告では２つのトピックを扱った。まず、「コスパの良い」という⼩売店舗の価格イメージ情報が、消費者の⼝
コミや購買に与える影響である。「コスパの良い」という情報は、「安い」という情報よりもオンラインコミュニ
ティ内での情報交流を促し、そこで話題になった店舗での商品単価や客単価の上昇を促すことが明らかになった。
次に、「売れる陳列」と「写真を撮って投稿したくなる陳列」の⽐較である。両者に共通する事項として，陳列品
揃え（SKU）数との関係が逆U字になること、すなわち、品揃えをとにかく多くすれば投稿対象として“映える”わけ
でないことが明らかになった。これらの知⾒は，消費者間での話題の“ネタ”として⼩売企業が活⽤していくための
キーワードになり得るという⽰唆を含んでいる。
第2報告者：
報告者が取組中の研究紹介として、税務調査の過程で事実認定等を巡って⽣じる課税庁・納税者間の紛争につい
て、(1)事実認定に限界のあるケース等においては、透明性・公正性の⾼い和解⼿続により争訟⼿続前に紛争解決を
図ることが、課税庁・納税者双⽅にとって有益性が⾼いと考えられること、(2)合法性の原則を根拠に納税義務に関
する和解を否定する⽀配的な考え⽅との抵触が問題となるが、事実に⼀定の幅の存在を認め、または和解により⽣
じ得る不公平と真実の追求から得られる効果との⽐較衡量を認めることで、和解を合法と解する余地もあると考え
られること、(3)和解の実体的・⼿続的な適格性を担保する上で、ＡＤＲの活⽤が望ましいと考えられること等の報
告が⾏われた。

主 催 企業研究所

⽇ 時 2023年1⽉25⽇（⽔）17：00〜18：50

場 所 オンライン会議システム（Zoom）

テーマ
①中⼩企業の国際化における実務と研究の現状
②税負担削減⾏動と監査報酬

報告者
①井上 真⾥ 研究員 （商学部准教授）
②⼤沼 宏 研究員（商学部教授）

参加⼈数 10名

主 催 研究チーム「リスク管理における定量的⼿法の研究」

⽇ 時 2023年2⽉20⽇（⽉）14：00〜17：40

場 所 中央⼤学多摩キャンパス グローバル館GG604とオンライン会議システム（Webex）

テーマ

①公的年⾦制度の世代間不平等について
②グラフニューラルネットの⾦融取引ネットワークに関する応⽤について
③感染症拡⼤に関する数理モデルについて
④Gerber-Shiu 関数が満たす積分微分⽅程式の導出

報告者

①岩井 美咲希 ⽒（中央⼤学理⼯学研究科博⼠前期課程）
②皆川 直⼈ ⽒（東京⼤学⼯学研究科博⼠後期課程）
③⽯村 直之 研究員（中央⼤学商学部教授）
④⻄岡 國雄 客員研究員（中央⼤学企業研究所）

参加⼈数 20名

報告要旨

(1) 第1報告では、公的年⾦制度の持続可能性や世代間公平性に関して、先⾏研究の Bazzanaモデル(2020)を⽇本の
制度にあわせて修正したモデルが提唱され、財源構成を変えた時などの影響がシミュレーションを使って⽰され
た。
(2) 第2報告では、ある企業（Aとする）のメインバンクではない銀⾏が企業Aへの与信を⾏う際に、その銀⾏から観
測可能な諸企業間の諸取引データを基にして企業Aと周りの企業との取引の有無や取引量を推定する⼿法として、グ
ラフニューラルネットワーク(GNN)を⽤いた⽅法が提唱され、実験結果が⽰された。また、GNNのGravity 理論を国
際貿易に応⽤する⽅法についても説明された。
(3) 第3報告では、感染症拡⼤の数理モデルについて、報告者⾃⾝がコロナ前の時期に既に出版していた結果を含め
てレビューが⾏われ、感染症に関する保険の設計についても⾔及された。

(4) 第4報告では、損保数理の危険理論に関して、Gerber-Shiu 関数と呼ばれるリスク指標関数が満たす積分微分⽅
程式を、拡張版Cramèr-Lundbergモデルに基づき数学的に厳密に導出した。

主 催 研究チーム「世界⾦融危機後の各国の⾦融制度・⾦融規制・⾦融政策の⽐較研究」

共 催 ⽇本⾦融学会関東部会

⽇ 時 2023年3⽉3⽇（⾦）15：00〜17：00

場 所 慶應義塾⼤学 三⽥キャンパス

テーマ
①共通通貨圏の利得を理解する -財政政策との関係-
②量的緩和による銀⾏貸出への影響について

報告者
①岡野 衛⼠ ⽒（名古屋市⽴⼤学教授）
②随 清遠 ⽒（横浜市⽴⼤学教授）

参加⼈数 19名

報告要旨

第1（岡野）報告では、共通通貨圏の下で、賃⾦の伸縮性が社会的厚⽣に与える影響を分析している。この分野の代
表的な研究であるGalí & Monacelli (2016). Understanding the gains from wage flexibility: the exchange rate
connection. American Economic Review, 106(12), 3829-3868.をベースに、政府の役割をモデルに取り⼊れること
で、どのような新たな結論が得られるかを検討している。Galí & Monacelli (2016)では、(i)雇⽤を刺激する⼿段とし
ての労働コスト削減の効果は、共通通貨圏の下ではずっと⼩さいこと、(ii)賃⾦の伸縮性はしばしば厚⽣を減少させ
る こと、そしてそれは、共通通貨圏の経済や、為替相場に⽬標を置いた⾦融政策を⾏う場合にその傾向が強いこと
を結論として挙げている。しかしながら、今回の分析のように、政府の役割を明⽰的に取り⼊れると必ずしもこの
結論が導き出せないことを明らかにしている。
第2(随)報告では、⾮伝統的⾦融政策の貸出に対する影響を検証する際に、既存の研究では貸出に対する影響を貸出
総量で分析しているが、⾦融政策による貸出への刺激効果は、貸出総量だけではなく、その構成内容を検証するこ
とも重要であるという問題意識をから個々の産業ごとに与える影響を検討している。
ゼロ⾦利政策の実施後、⽇銀による貨幣供給（マネタリーベース）は急増したが、銀⾏貸出への刺激効果は、個⼈
部⾨ないし貸出全体に観察されるが、製造業への貸出の刺激効果は観察されないという結果を得ている。
実務出⾝者からのコメントも含め、活発な議論がなされ有意義な研究会であった。

主 催 研究チーム「世界⾦融危機後の各国の⾦融制度・⾦融規制・⾦融政策の⽐較研究」

⽇ 時 2023年3⽉8⽇（⽔）16：15〜17：15

場 所 中央⼤学多摩キャンパスグローバル館GG604教室

テーマ サステナブル不動産を巡る動向

報告者 髙⽊ ⼤輔 客員研究員（中央⼤学⼤学企業研究所）

参加⼈数 6名

報告要旨

不動産に関連するESG投資などのサステナブルファイナンスの動向について、世界的な流⾏の契機となった国連環境
計画・⾦融イニシアティブが公表した責任投資原則（PRI：Principles for Responsible Investment）、責任不動産
投資原則（RPI：Responsible Property Investment）、ポジティブ・インパクト不動産投資フレームワーク、国・地
域別ESG投資成⻑率、不動産に係る環境認証・ESG評価制度などの基本事項と国内外のグリーンビルディング認証な
どと不動産価値や投資リターンとの実証研究について報告。海外ではグリーンビルディング認証と不動産物件の賃
料上昇や再販売価格との間に正の相関関係が確認できた事例が報告されるなど、現状プラスの効果があるという結
果の報告が多いものの、国内の実証研究ではプラスとマイナスの両⽅の効果が確認されている。グリーンビルディ
ング認証が普及するにつれてフィードバックループが現れるなど、事例やデータが蓄積されるに従って、実証研究
の結果も変わることが予想される。国⼟交通省も持続可能な社会づくりや⼈々のウェルビーイングの実現に向けて
「不動産分野の社会的課題に対応するESG投資促進検討会」を⽴ち上げるなど、社会的な重要性も⽇に⽇に増してい
るため、当研究テーマの進捗を引き続き⾒守りたい。

主 催 研究チーム「グローバル消費者とグローバル・マーケティング戦略」

⽇ 時 2023年3⽉8⽇（⽔）14:00〜15:30 

場 所 オンライン会議システム（Zoom）

テーマ
Instagramのコミュニケーションの役割と使⽤⽅法についての探索的調査
-社会的/情報的ベネフィットと処理流暢性の視点からのInstagramの機能の分類-

報告者 井上 友也 準研究員（中央⼤学⼤学院商学研究科博⼠後期課程）

参加⼈数 6名

主 催 研究チーム「グローバル消費者とグローバル・マーケティング戦略」

⽇ 時 2023年3⽉15⽇（⽔）16：15〜17：00

場 所 中央⼤学多摩キャンパスグローバル館GG604教室

テーマ テキストマイニング⼿法を⽤いた企業B2Bブランドの研究

報告者 真鍋 友則 客員研究員（中央⼤学⼤学企業研究所）

参加⼈数 4名

報告要旨

企業の⾵評やブランドは近年注⽬されている企業の無形資産の⼀部であり、中⻑期的に利益を創造するためのリ
ソースの⼀つと考えられている。⼀⽅、⾵評やブランドは⼈々の認知に属しており、⼀般に定量評価することが難
しい。この報告では、企業について⼈々が述べた「テキスト」から、企業の⾵評やブランドを評価する試みとその
分析結果について報告した。
具体的には、企業についてのアンケート調査の⾃由記述⽂と、ブランドに対するレーティングのデータに対し、ト
ピックモデルの⼿法を適⽤し、B2B ブランドの認知要因を抽出し、既存理論と⽐較した。その結果、既存理論と⼀
致する構成要素が取り出せた⼀⽅、⽇本国内固有の背景を推察させる差異も⾒られた。また、認知要因の⽐率で企
業を特徴づけ、その特徴量と業績を⽐較したところ、有意な関連も観測された。
今後の研究の⽅向性として、上記の発⾒を論⽂にまとめるほか、ブランドの極性辞書の作成や、企業を取り巻く⾔
語空間の変遷を観察できるアプリケーションの開発など、中央⼤学企業研究所における研究活動に貢献したいと考
えている。

公開研究会

公開研究会

報告要旨

第1報告：
本報告では、⽇本酒（清酒）を⽣産する酒造会社を考察対象とし、多国籍企業ベースのグローバル・マーケティン
グ理論を中⼩企業にも敷衍することを⽬的とした。中⼩企業論では、⼀般に「中⼩企業は多国籍企業によるグロー
バル・バリューチェーンの⼀翼を担う形で国際化する」と想定されてきたが、近年は⼀部の中⼩企業が多国籍企業
に依らず国境を越えた調達や⽣産、販売を主体的に⾏っており、国内のローカル・ブランドを近隣の国・地域に
リージョナル化させようとする傾向がみられる。とくに、酒造会社ではこの動きが顕著であり、⽇本国内における
⽇本酒の流通量は30年前の約3分の1にまで減少している⼀⽅、国外への輸出量は30年前の約3倍になっている。本報
告では、「がんばれ⽗ちゃん」の⽩⿓酒造（新潟県）や「司牡丹」の司牡丹酒造（⾼知県）、「千代むすび」の千
代むすび酒造（⿃取県）、「朝⾹」の中⾕酒造株式会社（奈良県）、「紀⼟」の平和酒造（和歌⼭県）といった複
数の酒造会社に対するインタビュー調査結果を基に、中⼩企業においても親会社から現地⼦会社への意思決定権限
の委譲が⼤きく進んでいることが明らかになった。
第2報告者：
本報告は、税負担削減⾏動の進展によって⾼まる税務リスクに注⽬し、監査報酬との関連性について検証する。税
負担削減⾏動の展開は監査⼈の監査作業とリスク評価⼿続きを複雑にする。税負担削減⾏動は監査の複雑性を上
げ、監査⼿続きに要するコストを上昇させる。結果として監査報酬の上昇につながる。そこから税負担削減⾏動を
積極的に⾏う企業の監査報酬は⾼まるという仮説を検証する。その⼀⽅で、税負担削減⾏動に積極的になるほど税
負担割合の変動性が⾼まり、これが税務リスクを⾼め、結果として、監査リスクも⾼めることになり、最終的に監
査報酬を⾼めることも予想される。分析の結果、税負担削減⾏動に積極的な企業は監査報酬が⾼まり、かつ税務リ
スクの⾼い企業も監査報酬は⾼まることを⽰す。加えて、連結納税制度を採⽤する企業は組織改⾰などを推し進め
る傾向が⾼いことから、組織再編を起因とした情報効率性の向上や内部統制の整備の進展から監査報酬の下落を予
想したが、実際には、連結納税制度を導⼊する企業は納税システムが難しくなり、監査の複雑性が増して、結果的
に監査報酬も上昇する。更に4⼤⼿監査法⼈(Big4)の監査の品質と税負担削減⾏動の関連性についても検証を⾏っ
た。Big4 による監査は品質が⾼いとみなされることも踏まえ、Big4による監査ほど税務リスクの変動性と監査報酬
との関係がより⾼まることが分かった。

公開研究会

特別研究会

特別研究会

報告要旨

近年のデジタル社会の進展の中で、消費者間のコミュニケーションにおいて重要な位置を占めるSNSの内容把握を
⽬的に、代表的SNSであるInstagramに焦点を絞り、その複数の機能（フィードや探索やリールなど５つ）のもつ意
味について、探索的分析を⾏った。
 まずコミュニケーション⾏動を含む消費者⾏動を規定する要因は、動機付け要因（関与など）と能⼒要因（知識
など）が2⼤要因であるという消費者⾏動研究の知⾒に基づき、動機づけ要因としてコミュニケーションの嗜好のタ
イプ（情報的ベネフィット⇔社会的ベネフィット）、能⼒要因として処理流暢性をとりあげ、両要因をxy軸とするマ
トリクス上にInstagramの5機能を調査分析により位置づけ、それぞれの意味を解釈した（研究１）。その後、両ベ
ネフィットや処理流暢性が、当該機能の評価にどういう影響を与えるかについて重回帰分析を⾏った（研究２）。
 探索的調査研究としてある程度の成果を⾒たが、今後の課題として、処理流暢性とさまざまな情報タイプ（⽂
字・写真・動画）との関係のさらなる分析や、ベネフィットのタイプのさらなる深掘り（情報的・社会的に加え
て、快楽的など）があげられた。
・参加者は以下の通り（敬称略）。
熊倉広志（中央⼤学商学部教授）
野崎俊⼀（京都外国語⼤学国際貢献学部教授）
⻩星佳（中央⼤学⼤学院商学研究科博⼠前期課程１年）
⾼思源（ 〃 ）
井上友也（発表者）
三浦俊彦（司会）
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